





































































































た経営が成り立たなくなり、昭和 40 年代~50 年代には多くの諸事例が様々な業態の転換を行っていた状況
が明らかにされる。一方、「関係としての二重構造jについては、各事例における経営方針とともに、取引
先との関係において経営者たちが抱いてきた様々な心情や思想に注目し、いわば経営者たちが、「関係とし
てのこ重構造Jをどのように認識しそれに対処してきたのかが分析される。
諸事例の経営活動に見られる一つの特徴は、大半が「下請志向jおよび「製品志向」という経営方針を示
していたこととも関わり、「モノづくり jに対してやや過剰な意味づけが見られることである。その意味づ
けの過剰さは、「下請志向jと「製品志向Jで異なるものの、諸事例における大手メーカーや商業資本との
関わり方、すなわち「関係としてのこ重構造jの性質が、彼らの存在を通して現われていると晃ることがで
きる。そして、こうした「関係としてのこ重構造jの内実を、ピオリ=セーブルの議論やサプライヤー研究
の蓄積にも言及しながら検討することによって、経営者の存在についての分析が、百本の産業社会のあり方
をとらえることにつながっていくことが示される。最後に、こうした「関係としての二重構造jとともに、
在来セクターの経営・労働文化が生き残る余地を残したことが、現代のB本社会に様々な形で影響を残して
いることに言及し、議論を終えている。
審査の結果の要旨
本研究の主な成果は、丹念な開き取り調査にもとづく事例研究によって、伝統的な産業集積地において生
き残ってきた中小零細企業の経営・労働の論理を、実証的に明らかにしたことである。また、その方法とし
て、最も重要な当事者である経営者の存在を社会学的に分析することの有効性を示したことは、従来の社会
学において不十分だった中小零細企業の経営者に対する新たな分析方法とその意義を提示したとし寸意味に
おいても、研究史上、重要な意義をもっている。さらに、二重構造をめぐる論争を「格差としての二重構造j
と「関係としてのこ重構造jという形で展開しつつ事例分析の成果を位置づけていくことによって、こうし
た経営者の存在の分析が、金業間関係のあり方やそれにもとづく産業化のプロセスを他の産業社会との対比
において比較社会学的にとらえる射程をもっていることを明らかにしている。このように本研究は、経営者
億人の存在を分析することを通じて中小零細企業の経営・労働の論理を実証的に明らかにするものであると
ともに、日本の産業社会のダイナミックな変容を明らかにするものであり、バブル崩壊以降の日本の中小零
細企業をとらえる新たな理論的視座を生み出しうる可能性をもつものとしても高く評価される。
よって著者は、博士(社会学)の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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